
指定都市制度の概要

政令指定の要件としては、法の文言では人口５０万以上とのみ規定されているが、立法の経緯、特例を設けた趣旨から、人口その
他の都市としての規模、行財政能力等において既存の指定都市と同等の実態を有するとみられる都市が指定されているところ。

指定都市については、大都市行政の合理的、能率的な執行と市民の福祉向上を図るため、地方自治法及びその他の法令において、
(1) 事務配分、(2) 関与、(3) 行政組織、(4) 財政の各面において他の一般市とは異なる特例が定められているところ。

(1)事務配分上の特例 

（例１） 児童福祉に関する事務

児童相談所を市において設置することに伴い、児童福祉に関する県等の事務のほとんど全部を行うことになる。

（例２） 都市計画に関する事務

基本的に都市計画決定に関し都道府県が処理する事務のほとんど全部を行うこととなる。

（例３） 道路に関する事務

道路法に基づき市内の指定区間外の国道及び県道の管理を行うことになる。

（例４） 教育に関する事務

市立小中学校等の職員の任免、給与の決定を行うことになる。

(2) 関与の特例 

大都市としての自主的、一元的な行政執行を図るため、市が事務を処理するに当たって、知事の承認、許可、認可等の関与を要している
事務について、その関与の必要をなくし、又は知事の関与に代えて直接各大臣の関与を要することとされている。

（例） 地方債の協議又は起債の方法、利率若しくは償還方法の変更の協議

知事の関与に代えて総務大臣の関与となる。

(3) 行政組織上の特例 

指定都市における行政を能率的に執行させるため、行政組織上の特例が設けられている。

（例） 区の設置

指定都市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例でその区域を分けて区を設置するものとされている。

(4) 財政上の特例 

財政上の特例としては、大都市にふさわしい行政需要をまかなう財源が確保されるよう、特別の行政需要が考慮され、地方揮発油譲与税
の増額等の措置がなされている。

１ 指定都市とは、地方自治法第２５２条の１９第１項の規定により、政令で指定される人口５０万人以上の市をいう。

２ 指定都市は、都道府県の区域に包括される普通地方公共団体たる市であるが、現行制度上その組織、権能等に
ついて一般の市とは異なる取扱いをされている。
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